
岩手県ソフトテニス連盟ガバナンスコード・適合性審査・自己説明・公表書式 全体版 

国、県、市町村、競技団体など健全・公正・誠実なスポーツを目指し、各組織運営のためのガバナンスコード

を策定・公表していく方針に則り、第２回目の岩手県ソフトテニス連盟ガバナンスコードを示します。策定に

当たり、前年度（令和５年度）公表の自己説明（現状把握と課題について）を検証・見直した部分をお示しし

今年度（令和６年度）公表のガバナンスコードとするものである。なお当連盟理事会及び評議員会での説明・

承認の過程を経たものである。 

（組織運営のための必須１４項目）                  令和５年度、２０２３年度 

番号 原  則 審査項目 自 己 説 明(現状把握と課題について) 証憑書類 

１ 組織運営の中長期計画

策定・公表をすべきで

ある。 

組織運営の中長期計画

策定・公表すること。 

岩手県ソフトテニス連盟全体としては、中長期的な要素

を含む次年度における基本方針を理事会と評議員会に表

明している。中長期計画については、上部機関である日

本ソフトテニス連盟、東北ソフトテニス連盟や行政機関

との連携で実施する国体や全日本級の大会や東北大会な

どを位置づけるとともに、県連盟独自の事業についても

基本手方針に従った取り扱いとする。 

基本方針並びに各専門委員

会事業計画について評議員

会議案書に具体的対策と共

に記し、県連盟ホームペー

ジに公表している。 

２ 組織運営の団体・役員

等を対象とする規程を

整備すべきである。 

組織運営の団体・役員

等を対象とする規程を

整備すること。 

岩手県ソフトテニス連盟規約として、目的、事業、組

織、役員、会議、専門委員会、会計について整備されて

いるが、カバナンスとして一部規約の改正を行う。補充

評議員会議案書に、岩手県

ソフトテニス連盟規約とし

て各項目について記してい



すべき項目について検討し策定する。規約並びに補充規

程については、県連盟ホームページに公表する。 

る。県連盟ホームページに

公表する。 

３ 組織運営のためのその

他必要な規程を整備す

べきである。 

組織運営のためのその

他必要な規程を整備す

ること。 

評議員会議案書に 2 の規約以外について、各種表彰の推

薦基準（日本連盟、東北連盟、県体育協会、県連盟）や

全国大会等の代表選手選考やランキングの基準、大会開

催要項等について具体的に記して周知している。 

評議員会議案書に基準や要

項について記しており、そ

れに基づき推薦、表彰、選

考をしている。代表選手や

大会要項等は県連盟ホーム

ページで公表している。 

４ 組織の業務に関する規

程を整備すべきであ

る。 

組織の業務に関する規

程を整備すること。 

岩手県ソフトテニス連盟規約に、役員及び各専門委員会

の業務を記し、評議員会議案書に各委員会それぞれの事

業計画や報告、予算・決算等が示されている。各委員会

の事業計画や報告については、県連盟ホームページに公

表している。今後は、各委員会も共通の項目については

様式を統一することが望ましい。役割項目、分担内容、

担当者氏名等わかりやすい形にしていく必要がある。 

評議員会議案書に各専門委

員会の業務に関して記して

ある。事業計画や結果報告

などタイムリーに県連盟ホ

ームページに公表してい

る。 

５ 組織の役職員の報酬等

の規程を整備すべきで

ある。 

組織の役職員の報酬等

の規程を整備するこ

と。 

当連盟は役員等の報酬はない。但し、役員が従事する大

会、理事会、評議員会、専門委員会、講習会、研修会等

については岩手県ソフトテニス連盟旅費等支給規定を定

めている。 

評議員会議案書に旅費等支

給規定について記し、その

基準に基づいて支給し、領

収書等整備している。 

６ 組織の財産に関する規

程を整備すべきであ

る。 

組織の財産に関する規

程を整備すること。 

土地、車両等財産となるものについての所有が無いので

規程は特に予定していないが、今後パソコン等の事務用

品、仮設テントや競技用具などの大会用品に関する物品

一覧を整備・管理する必要がある。 

財産に関する規程はなし。 

今後、各委員会や会計担当

者との連携で評議員会議案

書へ物品一覧の記載を検討

する。 



７ 財政的基盤を整える規

程を整備すべきであ

る。 

財政的基盤を整える規

程を整備すること。 

評議員会議案書に個人会員及び加盟団体登録料及び登録

数について記載・管理している。また予算編成における

キャッシュフローを明記し、安定的財政基盤を確認する

とともに登録料、大会参加料を記載している。今後は、

登録料規定として小・中・高・高専・大学生、一般、指

導者の会員登録料及び大会参加料についてまとめて一覧

にする必要がある。 

評議員会議案書に個人会員

登録数と登録料、加盟団体

（市町村協会とレディース

協会）一般登録料について

記載している。 

８ 役職員のコンプライア

ンス（法令順守）教育

を実施すべきである。 

役職員のコンプライア

ンス（法令順守）教育

を実施すること。 

岩手県ソフトテニス連盟規約の目的に健全なる普及発達

と明記されているが、具体的な法令順守を学ぶため岩手

県で実施するスポーツインテグリティやコンプライアン

ス研修等に競技団体として出席しており、内部伝達もし

ている。今後県連盟全体としてそれらを確認・研修でき

る機会を会議の中に位置づけて設けることが望ましい。 

コンプライアンスに反する行為などを未然に防ぐため、

一般市民県民を含む外部からの違反申し立ての窓口とし

て、日本ソフト連盟通達の違反救済申立処理委員会を設

立し、担当者配置を実施している。 

研修への参加者よりメール

等の配信により研修内容や

資料の共有がおこなわれて

いる。 

 

違反救済申立処理委員会に

ついて県連盟ホームページ

に公表している。 

９ 選手・指導者向けのコ

ンプライアンス教育を

実施すべきである。 

選手・指導者向けのコ

ンプライアンス教育を

実施すること。 

岩手県体育協会、高体連、中体連は研修の実施がある

が、県連盟独自のコンプライアンス教育の実施事例はな

い。８の役職員同様、今後県連盟全体として確認・研修

できる機会を会議の中に位置づけて設けることが望まし

い。コンプライアンスに反する行為などを未然に防ぐた

め、一般市民県民を含む外部からの違反申し立ての窓口

として、日本ソフトテニス連盟通達の違反救済申立処理

委員会を設立し、担当者配置を実施している。 

違反救済申立処理委員会に

ついて、県連盟ホームペー

ジに公表し、県連盟規約を

改正し第６章専門委員会の

次に位置付けている。 



１０ 財務・経理の適正な処

理をすべきである。 

財務・経理の適正な処

理をすること。 

一般会計、各専門委員会の会計の予算決算書等につい

て、理事会を経て、会長、理事長、会計担当、各委員会

担当が監事による監査を受け、評議員会で承認を受けて

いる。評議員会時には監事から監査報告も実施してい

る。今後監査を受ける体制として各委員会からも複数が

望ましい。 

適正な経理執行については、会計専任の事務局次長を配

置し、役員及び各委員会との連絡を密にして適正に処理

している。 

評議員会議案書に総括的に

掲載し、詳細資料について

は会計担当及び各専門委員

会で保管している。 

１１ 国庫補助金等の適正な

使用をすべきである。 

国庫補助金等の適正な

使用をすべきである。 

経常的な国庫補助金等の助成はない。ただし全国又は東

北規模の大会や県民体育大会、強化普及事業や会員登録

事業などにおいて日本ソフトテニス連盟（会員登録料還

元金含む）、東北ソフトテニス連盟、岩手県体育協会など

から助成金を受け、申請、実施、報告により適正に執行

している。 

決算資料として会計担当及

び各委員会において適正に

保管している。 

１２ 財務情報の法令に基づ

く開示をすべきであ

る。 

財務情報の法令に基づ

く開示をすべきであ

る。 

財務の一般的な会計として収支予算、決算、キャッシュ

フロー、市町村登録料、会員登録料を評議員会議案書に

明記している。会員登録に伴う日本ソフトテニス連盟か

らの還元金については、さらにわかりやすく明記してい

る。 

評議員会議案書に明記して

いる。 

１３ 選手選考に関する情報

を開示すべきである。 

選手選考に関する情報

を開示すべきである。 

評議員会議案書に、東北総スポ、国スポ候補選手、都道

府県対抗全日本中学、小学連全国大会、ねんりんピック

の選手選考基準について明記している。 

今後も基準の明確化と周知について実施する。 

選手選考の結果について、

県連盟ホームページに公表

している。 



１４ ガバナンスコードの順

守状況を開示すべきで

ある。 

ガバナンスコードの順

守状況を開示すべきで

ある。 

従来は策定・開示までには至っていない。令和４年度、

県連盟、関係団体の現状の把握と課題の洗い直しを行

い、初めてのガバナンスコードを作成し、評議員会の承

認後、公表した。令和５年度は、その検証と所定の手続

きを行い、概ねガバナンスコードの順守がなされたもの

として公表するものである。なお今後ともガバナンスコ

ード策定体制を固め、毎年度ガバナンスコードの見直

し・整理を行い、年度末評議員会に提示・承認後県連盟

ホームページに公表するものとする。ただし（公財）日

本ソフトテニス連盟、（公財）岩手県体育協会、（公財）

日本スポーツ協会への報告は不要との見解を各機関から

示されている。 

令和４年度、県連盟として

初めて、現状把握と課題の

洗い直しを中心に関係団

体、各専門委員会を含めガ

バナンスコード必須 14 項

目について策定し、県連盟

全体のものをまとめ評議員

会に提示・承認後県連盟ホ

ームページに公表し、引き

続き令和５年度見直しした

ものを公表する。 

 


